

















村 山 貴 俊
本積は, 多国籍企業 (multu:a ionalenterprise;MN E )  研究の分野で
の一権成,ジョン・H ・ダニング(John H. Dunning)が,l988年に発刊
した『MNE,技術および鏡争力(Munilnatbnals,'nechaob'al1d Com-
pennoeness)」  という著作の検討を通じて, 近年.「MN E研究者の関心を
集つつある一一国の競争優位と特定の国籍を持つ企業との相互作用」







































し, 応用することで理解可能となり, 本稿の主たるテ マーである 「企業の
競争力と国の競争力の相互作用」 を理解する場合にも, この折衷パラダイ
ムは有効であるとする(cf., D unning,l988b,pp.69-'73)。


















①まず,広く技術 (technology) と定義される所有特殊展位という変数。 具体的
には,企業が,新製品,新工程,新素材を革新する能力,あるいは既存の製品,
工程. 素材をより効率的に利用する能力といった 「費産を創造および利用する
知識(knowledge of asset creation and usage)」(0a優位)(p.3),さらに
企業内あるいは企業間に (しばしば国境を超えて) 点在する付加価値活動を効
果的に速鎖統合あるいは管理する能力 (例えば, 規模および範国の経済性, 話
活動間のシナジ のー利用)といった「経済活動を組機化する知識(knowledge












らの海外子会社を海外直接投資 ( F  D I )  という階19組機的な方法によって設
置するのか,といった代替的なモー ドの選択を示唆する内部化議因暖位から生
じる優位性。










ning(l988b) によれば, 国の競争力とは, 「生産性という指標によって測
定される産業セクタ一内での資源利用の効率性, あるいは特定の産業セク
ターに対する輪出入の比率を含む願在化された比較優位 (revealed com-
parative ad antage; R C A) といった方法によって測定される産業セク







国家の生産性・R C Aに動態性をもたらす原因となり, ここに「企業の競
争力と国の競争力の相互作用」 が生じてくるのである3t
M N Eと国 の間には,本国(home counlry)および受入国(host coun-
try)といった関係性が成立すると考えられるが,加えて,本来なら,そ
れらの関係性の質にも注意が向けられねばならない。 すなわち, MN Eの
行動が, 特定の国の生産性・R C Aなどの指標を低下させるのか (思い影
響), あるいは上昇させるのか (良い影響), といった間題が考慮されねば
ならない。以上のような2本の評価軸を考慮しながら, MN Eと国の関係
性のあり方を整理するために用意されたのが図2である。












図2が示す内容は単純である。 セル①は本国のM N Eが本国の経済に良
い影響を及ぼす関係性,セル@ は悪い影響を及ぼす関係性,セル③は一転
して外国のMN Eが受入国の経済に良い影響を及ぼす関係性, セル④は悪
い影響を及ぼす関係性, がそれぞれ意味されている。 なお, Porter(l990a)
が強調したのはセル①の関係性に近い内容であったと思われるが, それに
対してDunning(l988b)は, 4つのセル全てを分析視野に収める。しか
















た り と (stimulative effect;刺激効果)(cf.,Dunning,l993,p.48),
技術 ( 0優位) という要素に直接作用する幾つかの影響が想定されねばな





さて, かなり複雑な議論となったが, 国の競争力とは一体なにか, とい
う当初の間題に再び立ち返つてみることにしよう。統計的な処理を用いて,







考えるなら, セル③の関係性における国の競争力とは, 生産性・R C Aと
いった指標の上昇を可能にする外国のMN Eを多くの他国と争いながらも
自国に向かって引きっける受入国の能力や魅力を意味するものと思われる。
なお, ダニング自身も近著では, 「MN Eの活動を引きっける国の能力」
(Dunning, l993,p.47)という言葉を明示的に使い始めていることから,



















た (engineered or created)」(Ibid,p.l40)要素条件が重要な要因(L
変数) になってきたと指摘される')。その反面, グロー バルな経済環境の
変化に対応して, 外資系MN Eがイギリスからの海外子会社の撤退を進め
る「根無し草(foot-loose)」(Ibid,p.196)な立地戦略の見直しを決定し











の視点で分析する必要がある。 ②さらに, そのような外国のMN Eを自国




III M N Eの波及効果と国の競争力
さて, M N  Eの行動には, 受入国の生産性・R C Aなど, 国の競争力を
代理する指標を向上させるような効果が期待できた (図2セル⑧)。 なか
んづく, 本稿では,MNEの海外子会社から生じる技術の波及効果や, 受





























の製造投資をあげる。 そこでは, 日本のMN Eによって設立された生産拠
点からイギリスの現地都品供給会社への, P PM(Problem P r M 加ion)
あるいはT P M  (TotalProduction Management) といった生産管理技
法の波及があったとされる。
次に, 本国の生産組点および販売n点への原油や観など天然資源の安定






出加工区へと向けられた資源確保型F D Iは, 例外的なケースであり一一
発展途上国の安価な労働力と豊富な資源の利用を目的とした〔資源確保型〕










戦略の実行プロセスにおいて展開される合理化F D I (rationalized FDI)
の場合は, 「〔MN E内部の相互依存〕 システム内での技術移転は多くなっ
たかもしれないが,受入国の現地企業との関係を通じた技術波及の範国は,




しかし,「合理化F D Iの場合も一一 〔進出先国で下請契約を結んだ)
部品供給会社, それ自体がMN Eである場合には (相方向への) 技術波及
の可能性は高くなる」(Ibid, p.ll4) とされ, イギリスのカラ TーV産業
での日本企業とフィリップス社およびプレッシ一社との関係性が, その一
例としてあげられる。 ただし, そこには, 「日本市場への接近可能性が制
限されるため, 〔日本企業との協力における〕 真の意味のグロー バルな関
係性が抑制されるといった一一 〔欧州系MNEの〕不満」(Ibn,p.ll4)
が残されているのも事実であるという6i
さらに, 「lつの主導的なMN Eがグロー バルに市場を支配する産業と,
5 )  この場合の資源確保型F D Iは, 後述する合理化F D Iに分類されるべきで
はないだろうか。











転は一方向的になりがちである。 同時に, MN E外部への技術波及は, そ
れらの主導的なMN Eが関わりをもたない特殊な市場セグメントで競争を










ぞれの競争状態下での, 〇MN Eの追求する戦略の差異, ②MN Eに対す
る政府の政策の差異, といった2点を技術波及の様態に上述のような多様
性をもたらす原因と提える。




なわち「差別化戦略」の効果性に規定されよう。 よって, グロー バル独占






の回避といった戦略が要求される (cf., Rugman, l981)。
しかし, グロー バル寡占産業において, MN Eの差別化戦略は, 競争力
の極めて結抗した競争企業による革新技術の模做から生じるブロダクト・
ライフ・サイクル(P  L C ) の短縮化によって, その効果性を急速に低下









観点での選別 (M N E外都への技術波及を促進), あるいは規模の経済性
を充分に利用するために巨大な市場規模を短期に獲得できる0 E M契約 の
利用 (技術優位性の消散を促進) といった戦略が要求される。 以上のよう




な差異が生じてくるであろう。 すなわち, MN Eが受入国経済に不可欠な
財・サービスを供給しており同時に供給企業の数が少ないグロー バル独占
産業では,MNEの技術波及を器導する政策,例えば,中間財への輪入規




になる。 しかし, MN Eの数がグロー バル独占産業に比して相対的に多く
なるグロー バル募占産業においては, 政府の交渉力は, 交渉の対象となる
M N  Eの数に比例するように強くなっていく。 そのため, MN Eの技術波
及を促進するため政府に許された自由裁量は, グロー バル独占産業の場合
よりかなり大きくなる7t以上のような理由で, グロー バル寡占産業にお




得ることができる。すなわち, グロー バル寡占産業と輪入代替型F D I・





















本稿では, 国の競争力というものを, 技術の波及が期待できるMN Eの
活動を「〔自〕国に引きっける〔受入国の〕能力」(Dunning,l993,p.47)








意できる。 すなわち, 国の競争力とは, 他国との競争のなかでMN Eを自
国に引きっける魅力度を意味しており, それは国家間に存在する差異性に














源の利用および配分が決定される組織的枠組み」 (Ibid, p.l3) を意味し-l5l- l5
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表 2 E S  Pパラダイム












・ マ ク ロ 経 済 ( 財 政 ,  金融, 為替)
・ ミ ク ロ 経 済 ( 産 業 , 貿 易 , 競 争 )
・一般(教育,消費者保護)
・F D  I特殊
・産出物のレベルと
構造(一次産品,










・ コ ン ロ ト ー ル- パ フ ォ ー マ ン ス 要 件結
果
(出所) Dunning(l988b), p.l4より引用。


























あ り , さ ら に「水平的」な競争関係を通じた技術革新の刺激には,海外子
会社と対等に競争できる現地の競争企業群の存在が不可欠になる8L
なお, それらの自国企業の技術能力の維持および整備という日的にっい
ても, E変数や S変数に比して, P変数が相対的な柔軟性を利用して, よ
り多くの影響力を行使できるように思われる。 環境やシステムといった非
常に固定的な変数の特性を短期間で変化させるのは困難なことであり, そ
の意味で, 政策は相対的な可変性を保持しており, そのうぇ長期的に, 政








を生み出す変数としてのP変数の重要性が提示されたこと, およびE S P
パラダイムを用いた国家間の差異性を分析する方法が提示されたことにl


























D拠点のイギリスへの集積は, ①R&D拠点の設立を日的としたF D Iの
流入→(a)個別企業間の競争的な革新行動を通じた医薬品産業全体の技術基






















次いで, 外国のMN EのR&D拠点をイギリスに引きっけた諾要因 (国













れることであったため, この科学共同体の存在は, 外国のMN Eをイギリ
スへと引きっける際に最も重要な要因となった。 次いで, 市場の規模は,
アメリカ,  日本およびドイッには若千は劣るものの「中規模の市場」












述の競争的な環境は, 「政府当局が, l972年に, グラクソ社とビーチャム
社, およびグラクソ社とプーツ社の合併計画を認可しなかったことによっ
て維持された」 (47買) 結果にほかならなかったという。
なお, これまで論じられた諾要因は, いずれも前節で強調されたE S P
パラダイムの政策(P変数)へと 「直接的」(新薬の導入規制,価格の統




















が明示される。 そこでは, M N  EのR&D拠点の立地選好がますます根無
し草になっているにもかかわらず, 産業目標収益率の下方修正やN H Sの
制限的な支払準備リストの提示といったイギリス政府によるl980年代の諾
政策が, 必ずしも外国のMN Eへと魅力的な要因群を提供する方向には機











さて, Dunning(l993) は,近 著 『ビジネスのグロー バル化」 の第5章-l57- 2l
























の大著のなかで, 外国のMN Eと受入国の関係が論じられたのは, 「自国
に対する外国の投資」(p.670) という表題のもと,わずかl買に過ぎな



























4 、 lQ 、、◆ ↓〇⑤、'政府
企業の競争力と国の競争力の相互作用
いのである。 なるほど, ダニングが提示する分析枠組みには, 本稿で, こ
れまで論じてきた受入国の競争力と「MN Eの行動」(Dunning, l993, p.
























































































しかし, 政府の行動にっいてのPorter(l990a, l99 b)の諸見解とは, 「M








る」 (p.l8l) という主張から明らかなように, そこではイギリス政府が
外国のMN Eに対して積極的に政策を打ち出すことの重要性が強調され



















センティブを提供して (-・⑨), 外国のMN Eの自国経済への参入を促進
















li)Best(l990) は. 日本での政府と企集のB田関係による経済発展を 「新しい
競争の型」(p.l35)と呼んでいる。例えば,日本,'ンビ,ータ産業の産業




















































る政府の政策とは, M N  Eの立地選択と同じく極めて移り気なものである
ことを認識しなければならないのである。
ょって,もしMNEが長期的な「生き残り(survival)」(Ibid, p.6 ) を
究極的な目標として行動するなら,「シェルタ・ーペース戦略」 よ り も「効
率ペース戦 略 (efficiency-based strategy)」(1bid, p.7 )の追求が何より
も重要になってくる。そして,Rugman&Verbeke(l993)がいう, M
N Eの効率ぺ一ス戦略の追求とは, グロー バル・ レぺルでのコストの極小
化による競争優位性の構集を狙つたコスト・リ ダーーシップ戦略, あるい
は差別的製品の供給による競争優位性の構築を狙つた差別化戦略の追求を
意味しており, 特に, 前者の戦略が, 為替変動といった国際経済特有の環
境変化に脆弱であることを勘案した場合には, 差別化戦略の追求が極めて
重要になってくる(cf.,Porter,l990a)。
そして, 以上のような戦略的優位の持続可能性を高めるためには, それ-l65- 29
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らの優位性の源泉となるOL I  システムによって評価可能な 「資源基盤」
(cf.,Wernerfelt, 1984),特に,競争企業には「模倣」(cf., Lippman
&Rumelt,l982)できない資源基盤を「蓄積」(cf.,Dierickx&Cool,
































「戦略的な変化」 をMN Eにとって不可欠なものとする外生的な諸力, す
なわち外部の環境変化の様態を考察してきたのである。
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